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第１ 背景 

 

１．補足議定書採択の経緯 

2000年 1月に採択された生物の多様性に関する条約のバイオセーフティに

関するカルタヘナ議定書（以下「カルタヘナ議定書」という。）は、現代のバ

イオテクノロジーにより改変された生物（Living Modified Organism。以下

「LMO」という。）が、生物の多様性の保全及び持続可能な利用に及ぼし得る

悪影響を防止するための措置を規定している。 

カルタヘナ議定書第 27 条では、カルタヘナ議定書第１回締約国会合

（COP-MOP1）後 4 年以内に、カルタヘナ議定書採択時に合意に至らなかった

「責任と救済」に関する制度、すなわち LMO が国境を越えて移動することに

よって生物多様性の保全及び持続可能な利用に損害が生じた際の責任と救済

に関する国際的な規則と手続を作成する作業を完了するよう努めることとさ

れた。 

これを受けて、2004年にマレーシア・クアラルンプールにおいて開催され

た COP-MOP1から交渉が開始され、2010年 10月に愛知県名古屋市で開催され

た COP-MOP5 において、「バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書の責任

及び救済に関する名古屋・クアラルンプール補足議定書」（以下「補足議定書」

という。）が採択された。 

 

２．補足議定書の概要 

補足議定書は、前文、本文 21 か条及び末文からなり、「改変された生物に

関連する責任及び救済の分野における国際的な規則及び手続を定めることに

より、人の健康に対する危険も考慮しつつ、生物の多様性の保全及び持続可

能な利用に寄与すること」を目的として、主に以下の内容を定めている。 

 

（１）用語（第２条） 

（ア）「損害」とは、生物の多様性の保全及び持続可能な利用への悪影響（人

の健康に対する危険も考慮したもの）であって、次の要件を満たすもの

をいう。 

（ⅰ）測定し、又は観察することができること。 

（ⅱ）次の要素に基づいて決定される「著しい」悪影響であること。 

(a)合理的な期間内に自然の回復を通じて是正されることがない変化

として理解される長期的又は恒久的な変化 

(b)生物の多様性の構成要素に悪影響を与える質的又は量的な変化の

程度 
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(c)生物の多様性の構成要素が物品及びサービスを提供する能力の低

下 

(d)議定書に定める範囲内で、人の健康に及ぼす悪影響の程度 

（イ）「管理者」とは、改変された生物を直接又は間接に管理する者をいい、

状況に応じ、国内法によって決定するところに従い、開発者、生産者、

輸出者、輸入者又は運送者等を含むことができる。 

（ウ）「対応措置」とは、次のことのための合理的な措置をいう。 

（ⅰ）状況に応じ、損害を防止し、最小限にし、限定し、緩和し、又は他

の方法で回避すること。 

（ⅱ）次の優先順位により措置をとることを通じて生物の多様性を復元す

ること。 

(a）損害が発生する前に存在した状態又はこれに最も近い同等の状態

に復元すること。 

(b）権限ある当局が、(a)に定める措置が不可能であると決定する場合

には、生物の多様性の喪失について、同一の場所又は適当な場合に

はこれに代替する場所において、生物の多様性の他の構成要素であ

って同一又は他の目的で利用されるものにより当該喪失を埋め合わ

せることによって復元すること。 

 

（２）適用範囲（第３条） 

補足議定書は、締約国の管轄権の範囲内にある区域において国境を越える

移動に起源を有する改変された生物から生じた損害について適用する。また、

改変された生物の意図的でない国境を越える移動、不法な国境を越える移動

及び非締約国からの国境を越える移動から生ずる損害についても適用する。 

 

（３）対応措置（第５条） 

（ア）締約国は、適当な管理者に対し、損害が生ずる場合には権限のある当

局に直ちに報告すること、損害を評価すること及び適当な対応措置をと

ることを要求する。 

（イ）権限のある当局は、損害を引き起こした管理者を特定し、損害を評価

し、及び当該管理者がとるべき対応措置を決定する。 

（ウ）関連情報が、時宜を得た対応措置がとられない場合において損害が生

ずる高い可能性があることを示すときは、管理者は、当該損害を回避す

るために適当な対応措置をとることを要求される。 

（エ）権限のある当局は、特に管理者が対応措置をとることができない場合

も含め、適当な対応措置をとることができる。 
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（オ）権限のある当局は、損害の評価及び（エ）に規定する適当な対応措置

の実施等に係る費用及び経費を管理者から回収する権利を有する。 

（カ）管理者に対し対応措置をとることを要求する権限のある当局の決定に

関し、国内法において救済措置（当該決定の行政上又は司法上の見直し

のための機会を含む。）を定める。 

（キ）対応措置は、国内法に従って実施する。 

 

（４）その他 

因果関係（第４条）、免責（第６条）、金銭上の保証（第 10条）、実施及び

民事責任との関係（第 12条）、効力発生（第 18条）等 

 

３．我が国における遺伝子組換え生物等の使用等の規制 

我が国では、カルタヘナ議定書を国内担保する、遺伝子組換え生物等の使用

等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（以下「カルタヘナ法」とい

う。）が 2003年（平成 15年）6月に公布され、カルタヘナ議定書が我が国に

ついて効力を生じた 2004年（平成 16年）2月 19日に施行された。 

カルタヘナ法は、遺伝子組換え生物等の使用等に関して、主務大臣による事

前の承認等を義務付け、生物の多様性を損なうおそれのある影響が生じないと

評価できる場合にのみ使用等を認めることにより、生物の多様性の確保を図っ

ている。また、主務大臣は、遺伝子組換え生物等を使用した者等に対し、遺伝

子組換え生物等の回収、使用の中止等の措置を命ずることができる旨を規定し

ている（第 10条、第 14条及び第 26条第２項）。 

 

第２ 補足議定書の実施を図るために講ずべき措置について 

 

１．基本的な方向性 

補足議定書の実施を図るために講ずべき措置は、生物の多様性の確保の観点

から遺伝子組換え生物等の使用等を規制しているカルタヘナ法で担保するこ

とが適当である。その際、現行のカルタヘナ法の体系を踏まえて、措置のあり

方を検討する必要がある。 

補足議定書の実施を図るために講ずることが締約国に義務付けられている

措置は、前述第１の２．（３）の（ア）～（ウ）及び（カ）である。 

このうち、（ア）～（ウ）に関しては、カルタヘナ法は、主務大臣が遺伝子

組換え生物等の使用者等に対し、遺伝子組換え生物等の回収、使用の中止等の

措置を命ずることができる旨を規定していることから（第 10条、第 14条及び

第 26 条第２項）、損害が発生した場合にも「対応措置」のうちの「防止」「回
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避」「最小限」「限定」「緩和」に係る行為は当該規定に基づいて命ずることが

可能である。一方で、現行法の当該規定では、生じた損害の「復元」のための

措置（「緩和」のための措置のうちの一部を含む。以下「復元措置」という。）

を命ずることは困難であるため、現行カルタヘナ法は国内担保措置として不十

分であり、復元措置について措置を講ずる必要があると考えられる。なお、補

足議定書第３条６は、「締約国は、自国の管轄権の範囲内において生ずる損害

に対応するために自国の国内法に定める基準を用いることができる。」と定め

ており、「損害」の判断基準等については、各締約国に一定の裁量が認められ

る。 

（カ）に関しては、我が国には行政不服審査法、行政事件訴訟法及び国家賠

償法が既に存在しており、新たに措置を講ずる必要はない。 

さらに、締約国に義務付けられていない（エ）及び（オ）に関しても、我が

国には行政代執行法が既に存在しており、新たに措置を講ずる必要はない。 

 

２．「損害」について 

「損害」について、補足議定書は「測定し、又は観察することができる」も

のであって「（生物の多様性の保全及び持続可能な利用への）著しい悪影響で

ある」と規定している。「損害」が発生した場合には、生物多様性影響の防止

の場合と異なり、管理者は復元措置を命じられる可能性があるという負担を負

うこととなる。また、国内担保にあたっては、「損害」の範囲は管理者にとっ

てある程度予測可能で明確なものとすることが重要である。さらに、影響を「測

定し、又は観察することができる」ためには、実態として、ある程度生物の多

様性に係る状況が把握されていることが必要となる。 

これらのことを踏まえ、復元措置の対象となる「損害」の範囲については、

生物多様性の保全を目的として現行法の下で保護されている地域や種の観点

から、限定的に考えることが適当ではないか。その際には、新たに設ける措置

と現行法で定められている規制との間のバランスも考慮する必要がある。 

なお、補足議定書第３条１において、補足議定書は国境を越える移動に起源

を有する改変された生物から生ずる損害について適用する旨規定している。し

かし、生物多様性の保全の観点からは、遺伝子組換え生物等が海外起源か国内

起源かによって扱いを異にすべき合理的な理由はなく、また現行カルタヘナ法

においても両者を分けた制度としていないことから、国内起源の遺伝子組換え

生物等によって生じた損害についても新たに設ける措置の対象とすることが

適当である。 
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３．措置命令の対象者について 

  補足議定書第３条２は、遺伝子組換え生物等の適法使用によって生じた損

害についても補足議定書が適用される旨を規定している。 

この点、現行カルタヘナ法が、遺伝子組換え生物等を違法に使用等した者等

にのみ遺伝子組換え生物等の回収等を命ずることができることとしているこ

と、復元措置は実施者にとって回収措置等と同等又はそれ以上の負担となる可

能性が高いことに鑑みれば、復元措置の対象は、違法に遺伝子組換え生物等を

使用等した者等に限定することが適当である。 

適法な使用等によって損害が発生した場合等使用者等に措置を命ずること

ができない場合については、政府が自ら実行可能で合理的な範囲で復元措置を

講ずる必要がある。 

 

４．「対応措置」について 

生物多様性の「損害」はその内容・程度が様々であることから、損害が生じ

た場合に求められる「対応措置」の内容も、個別の事案に応じて判断されるこ

とが適当である。例えば、復元措置の内容としては、生育・生息環境の整備、

人工増殖と再導入等が想定される。 

ただし、補足議定書第２条２（ｄ）が「対応措置」を「合理的な措置」と定

めていることや、措置命令の対象となる使用者等の損害への寄与度等も様々で

あることを踏まえ、「対応措置」の内容は、実行可能で合理的なものとするの

が適当である。 

なお、政府は「対応措置」として想定される内容等を対外的に提供するよう

努める必要がある。 
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